




















































































































































































































「決して宗教上の行為にまで触れるものではない」（昭和 26 年 〔1951 年〕 2
月 28 日衆議院文部委員会）と明言されている。
　法の施行後の通達においても、「宗教そのものの領域に関与することを










大臣となる（法 5条 1項、2項 2号・3号）。
132 宗教法人における包括関係および被包括関係の意味
教団体の世俗的事項にかかるものである」「宗教上の行為、事項その他信





































































































































































































































































の記載事項とされ（法 12条 1項 4号）、かつ、宗教法人登記簿の登記事項







































































更の認証を受け、変更登記を受けなければならない（法 26条 2項、27 条、


















































































































































































ては議論がある。１以上で良いとする根拠は、法 43条 2項 6号の反対解釈であ










































































































































































































































事項としており（法 12条 1項 12 号）、包括関係・被包括関係にあるかない
かを問わず、すべての宗教法人が、自ら認識して自ら定めた自己の規則に
おいて記載された事項のほかは、他者から制約を受けることはないのであ
る。
　したがって、他の宗教法人を制約する事項については、自己の規則に記
載するとともに、制約される他の宗教法人の規則においても記載されてい
ない限り、制約の効力を発することはないのである
（51）
。
　それは、言うならば、自己の規則による自己制約なのであって、他の宗
教法人から強いられる強制的な制約ではないということを意味するもの
でもある。その点においても、宗教法人の独立性は保持されていると考え
てよい。
　包括関係・被包括関係があるという理由によっては、各個教会が教団に
支配され、指揮命令されることはないし、各個教会の人事や財務が統制さ
れるということもないのである。ただし、宗教団体としての教団と宗教団
（51）同旨・宗教法制研究会『宗教法人の法律相談』（民事法情報センター、1990
年）39頁。
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体としての各個教会の間においては、法は適用されないから、この制約の
制限の規定も適用されることはなく、教団が各個教会を指揮監督し、支配
命令し、人事や財務を統制することもありうる
（52）
ことも失念してはならない。
　これも、宗教法人法における「聖俗分離の原則」の一端である。法は、
あくまでも世俗の事務に関する部分に限って適用され、肯定的であれ、否
定的であれ、聖なる宗教の領域には一切関与しないのである。
　したがって、宗教法人における包括関係・被包括関係とは、当該宗教法
人等の外部に対して、「この宗教法人があの宗教法人の包括関係にある」
ということを示し、これらの宗教法人が、あの宗教法人である教団の教義
教理に基づき、その歴史伝統を重視し、継承された儀式伝統を守り行う宗
教法人である各個教会であるということを公に示すことに大きな意義が
あるものと考えられる。
　ただし、本稿において考察したように、特定の各個教会を被包括宗教法
人とする教団の場合にあっては、包括関係・被包括関係ということに特別
の意味を持たせているものであるから、一般的な包括関係・被包括関係と
同列に扱うのは適切ではない。
　この場合にあっては、「包括関係」「被包括関係」という法の枠組みを利
用しながら、被包括関係にある各個教会が、包括関係にある教団の構成員
（会員、社員）として教団を組織しているのであるから、包括関係・被包括
関係の廃止をしようとするときには、単なる包括関係・被包括関係の廃止
の手続きによってではなく、包括関係・被包括関係の廃止の手続きも併用
しながら、教団の本質的な部分である構成員の変更として、しかるべき手
（52）あくまでも当該教団の宗教上の教義教理に基づいて定められた当該教団の基
本約款による。教団であっても、被包括の各個教会を一切制約せず、全面的に
各個教会の自主性に委ねているところもあれば、極めて細かい点に至るまで統
制を及ぼしているところもある。
　　このように、法における聖俗の分離は、宗教上の領域（宗教団体の領域）と
世俗の領域（宗教法人の領域）とを明確に分離しているので、実際の運営にあ
たっては心して両領域の混同を回避する努力をしなければならない。
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続きを履践する必要があるものと考えられる。
　最後に、「包括関係」「被包括関係」ということの意味について、要点を
整理しておきたい。
　第一に、教団も各個教会も、自己の意思決定に基づき、財産を所有・維
持運用し、法律上の権利義務を有する「独立した法人」である。
　第二に、したがって当然に、教団は、各個教会を支配し、指揮命令し、
人事および財務を統制する存在ではない。
　第三に、その逆に、各個教会は、教団に従属し、教団の指揮監督下での
み活動が許されるような存在ではない。
　第四に、教団が各個教会を制約し、各個教会が教団に制約される事項は、
教団と各個教会との協議に基づいて定められ、かつ教団の規則および各個
教会の規則に定められ（所轄庁の認証を受け）なければ効力が生じない。
　第五に、概して弱い立場にある各個教会からは、いつでも、各個教会に
おける所定の手続きを了して、被包括関係の廃止を決定することができる
が、概して強い立場にある教団からは、理由の如何を問わず、包括関係の
廃止を決定することはできない。教団から包括関係を廃止しようとする場
合には、各個教会と協議し、その合意を得て、各個教会から被包括関係を
廃止する旨の決定をしてもらい、かつその手続きを履践してもらうほかな
いものと考える。
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教会と宗教法人
教会と宗教法人
（教団・司教区・教会・修道会など）
宗教活動
（宣教伝道、礼拝祭典、信徒教育）
宗教法人
（財産管理）
